
発達障害支援システム学研究第 14 巻第 1 号 2015 年 

 

   原 著 

    Japanese Journal on Support System for Developmental Disabilities 

 

保育所における特別な配慮を要する子どもに対する園内の
支援体制に関する調査研究 

－3 歳未満児を対象に－ 

 
 

細川 かおり 東京福祉大学社会福祉学部       

早川 悦子  鶴見大学短期大学部          

菅野 敦   東京学芸大学教育実践研究支援センター 

 

 
要 旨： 特別支援教育が開始されて以降，支援体制の整備が進められているが，保育

所における3歳未満児(0歳から2歳児クラス)の保育における支援体制について検討した．

A 市の認可保育所 474 カ所に調査用紙を配布して調査を依頼し，252 園から回収した(回
収率 52.3％)．その結果，職員会議での情報の共有等を行う，外部機関との連携や担任か

らの相談の担当者が決まっているは 90％以上の園で，外部機関との連携はおよそ 90％の

園でとっていた．個別の指導計画の作成は 74.2％の園で行っていたが，加えて月案内で

の対応が 29 園(15%)あった．加配については 3 歳未満児という年齢から課題もあり，保

護者の理解や保護者支援と保育士の加配の両立が望まれた．また設置年数が 11 年以上の

園は，外部機関との連携，受けている支援，個別の指導計画の作成が多く，設置年数が少

ない園への支援が求められた． 
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● 

Ⅰ．問題と目的 

 
文部科学省は特別支援教育の推進について７)

において，「障害のある全ての幼児児童生徒の

教育の一層の充実を図るため，学校における特

別支援教育を推進する」として，その体制の整

備などに関する具体的な対応が示され，特別支

援教育の推進に関する調査研究協力者会議

(2009)5)においては，「障害のある子どもにとっ

て，その障害を早期に発見し，早期からその発

達に応じた必要な支援を行うことは，その後の

自立や社会参加に大きな効果があると考えら

れる」とし，さらなる支援体制の体制整備が進

められている． 
 幼稚園教育要領 6)や保育所保育指針 4)におい

ても障害のある子どもに対して配慮することが

求められている．このうち保育所保育指針にお

いては「一人一人の子どもの発達過程や障害の

状態を把握し，適切な環境の下で，障害のある

子どもが他の子どもとの生活を通して共に成長

できるよう，指導計画の中に位置づけること」

や，「家庭や関係機関と連携した支援のための計

画を個別に作成するなど」が保育の計画の作成

上，特に留意する事項として示されている． 
 こうした中，就学前教育，保育における園内

の支援体制の実態調査や特別な配慮が必要な

子ども行動特徴，具体的な保育者の対応の方法

などの実態が報告されている．これらの研究で

は就学前の教育，保育機関においては，園内の

支援体制は概して十分に整っていないことが

指摘されている(佐久間ら，2011；半澤ら，

2012；笹森ら，2010；原野ら，2009；鶴巻ら，

2009 など) 8) 2) 9) 1) 10)．幼稚園においては，文部

科学省による全国実態調査も行われており，こ

れによると，支援体制の 8 項目は専門家チーム

の派遣の 57.4％から実質的な個別の指導計画

の作成の 74.5%の間にあり，小学校に比べると

低くなっている． 
 乳幼児期は障害が発見され，障害の診断がな

される時期である．発達障害については障害の

早期発見，早期支援への努力がなされているが，

笹森ら(2010)9)は乳幼児期には障害の確定診断

が難しいことを指摘し，そのために保護者の理

－ 21 －



解が得られにくいこと，さらに年少であればあ

るほど保護者の障害受容が難しいといった特

徴があるとしている．幼稚園や保育所において

は，保育者が先に子どもの状態に気づくことも

多いとされるが(笹森ら，2010；半澤ら，2011) 

9)2)，保育者が気づいても保護者の理解が難しく

外部の支援機関につなげにくいという実態が

ある．その一方で，保育者が「気になる子ども」

と捉えた場合，診断の有無にかかわらず必要に

応じて子どもに応じた配慮をしながら保育を

行っているという実態もある(笹森ら，2010；
半澤ら，2011) 9) 2)． 
 近年就労する保護者の増加から都市部にお

いては3歳未満児の保育所の入所希望者が増え

ているが，これに対して既存の保育所の 3 歳未

満児の定員増や 3歳未満児までの保育施設をつ

くるなどがなされてきている．こうした状況の

中，乳児から保育所に入所する障害児や，気に

なる子など特別な配慮を要する子どもが入所

してきていると推測され，３歳未満児において

もこうした子どもへの対応が求められている

と考えられる．近藤(2014)3)も，保護者が就労

する家庭が増えた結果，乳児段階から保育所に

入所する子どもが増加し，保育現場では人的配

置や専門的支援に不安を抱える状況が生じて

いることを指摘し，課題があるとしている． 
 3 歳未満児の保育は，子どもの発達特性から

保育体制や保育の内容，方法においても 3 歳以

上児の保育とは異なる配慮が求められている．

例えば保育士 1名に対する子ども数も 3歳以上

児に比べて少なく，保育所保育指針においても

保育の実施上の配慮事項も3歳以上児とは分け

て示されている．そこで本研究では，3 歳以上

児とは保育上の配慮が異なる3歳未満児クラス

(0 歳から 2 歳児クラス)において，障害児や障

害を疑う子どもを含めた特別な配慮を要する

子どもに対してどのような支援体制で保育が

行われているかを明らかにすることを目的と

する． 
 
● 

Ⅱ．方法 

 
１．対象 

A 市の認可保育所 474 カ所を対象にした．A
市の人口はおよそ 360 万人であり，調査時点で

地域療育センター7 カ所で就学前の障害児の療

育等を行っている．地域療育センターでは医療，

相談，通園や個別での指導等を受けることがで

き，また療育センターの職員による保育所，幼

稚園に対して年に１から2回の巡回相談が行わ

れている． 
 
２．方法および実施時期 

郵送により調査用紙を配布し，郵送にて回収

した．記入は園長または主任，これに相当する

保育士に依頼した．平成 24 年 2 月から 3 月に

実施した． 
 
３．調査内容 

「障害児」(本研究では入園前に障害の診断が

ついていた子ども，現在すでに診断がついてい

る子ども)および「保育士が気になる子ども」「障

害を疑う子ども」について質問した．なおこれ

らを併せて本研究では「特別な配慮を要する子

ども」とした．調査内容は「園の概要」「障害

児の入園について」「特別な配慮を要する子ど

もの園内の体制について」「特別な配慮を要す

る子どもの実態と保育上の配慮」等についてで

ある．いずれも 0 から 2 歳児クラスのことにつ

いて質問した．本研究では園内の体制について

分析する． 
 

４．回収率 

252 通を回収した．このうち記入に不備があ

った 4 通を除いた 248 通を分析対象とした．有

効回収率は 52.3%であった． 
 

５．対象園の概要 

園の規模は園児数が 60 名から 120 名が 142
園(％)，およそ 60 名までが 65 園(26.2％)，お

よそ 120 名から 180 名が 29 園，およそ 180 名

から 240 名が 9 園，240 名以上が 2 園，未記入

１園であった．設置主体は社会福祉法人が 111
園(44.8％)，公立(市立)が 80 園(32.3％)，企業

が 29 園(11.7％)，宗教法人 5 園，その他 14 園，

未記入 9 園であった．設立年数は 20 年以上が

119 園(48.0%)ある一方，5 年までが 50 園

(20.2%)，6 年から 10 年が 55 園(22.2%)となっ

ていた．11 年から 15 年は 17 園(6.9%)であっ

た(未記入 5 園)． 
205 園(86.6%)がこれまでに障害児保育の経

験があると回答しており，現在 0 歳から 2 歳児

クラスに特別な配慮を要する子ども等がいる

と回答したのは 190 園(76.6％)であった． 
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● 

Ⅲ．結果 

 

１．特別な配慮を要する子どもに対する園内の体制 

3歳未満児(0歳2歳児クラス)の特別な配慮を

要する子どもの園内の支援体制，情報の交換方

法について質問した(Table 1)． 
園内での情報の共有や話し合いは 189 園

(99.4%)とほぼ全ての園で行っていた．またそ

の方法は「職員会議で行う」が 175 園(92.1％)
であり，ほとんどの園が職員会議で行っていた

(複数回答)．ついで「乳児クラスの担任，学年

での会議など一部の職員で行う」が 72 園

(37.9%)となっており，「園内の職務分担，障害

児等の担当係が行う」は 7 園と少なかった．そ

の他としては，日々のミーティング，ケース会

議などがあった． 
 特別な配慮を要する子どもについての会議

の内容は「ケース検討を行っている」は 176 園

(92.6%)とほとんどの園で行っていた．その内

容は「子どもの状況に関する情報の交換や共有」

が 141 園(74.2%)，「子どもへの関わり方に関す

る共通理解や支援方法の共有」が159園(83.7%)
となっており(複数回答)，情報交換だけではな

く子どもの共通理解や支援方法の共有が会議

でなされていた．「その他」の内訳としては，

保護者への対応，保護者の状況や支援など保護

者のフォローなど保護者に関する内容がほと

んどであった． 
 
２．担任への支援および保護者との話し合い等の 

担当者 

 
 特別な配慮を要する子ども等の保護者との

話し合いや，外部機関との連携等の担当者は

179 園(94.2%)で決まっており，園長(151 園

(79.5%))，担任(106 園(55.8%))，主任(88 園，

(46.3%))となっていた(複数回答)．また，クラ

スの担任が障害児の保育やかかわり方に悩ん

だり，子どもに障害を疑う，気になるなどの時

に相談を受けたりアドバイスをする人も 155

園(81.6%)で決まっており，園長(140園(93.3%))
や主任(123 園(64.7%))がほとんどであった．

「その他」の内訳は，職員会議で話し合うが多

く，「その他」の担当者としては看護師，保健

師，委嘱医，カウンセラーなどであった． 
 

３．個別の指導計画の作成 

障害児について個別の指導計画を作成して

いるか質問したところ，141 園(74.2%)で個別の

指導計画を作成していた．「特に作成していな

い」園が 39 園(20.5%)あった．個別の指導計画

の作成について，園の規模，設置主体，設立年

数により差があるかχ２検定を行った．園の規

模については「およそ 60 名まで」「およそ 61
名から 120 名まで」「120 名以上」の 3 群に分

けて検討したところ有意差があり (χ２  (2) 
=7.366,p<.05)，残差分析の結果「およそ 60 名

まで」で個別の指導計画の作成が少なかった．

設置主体については「公立」「公立以外」の 2
群に分けて検討したところ有意差があり(χ２

(1)=8.136,p<.01)，残差分析の結果「公立」が

多く個別の指導計画を作成していた．設置年数

については「1～10 年」「11 年以上」の 2 群に

分けて検討したところ有意差があり (χ２

(1)=8.915，p<.01)，残差分析の結果「10 年以

上」の園で多く個別の指導計画を作成していた． 
「特に作成していない」園についてはその理由

を聞いたところ「そもそも一人一人について月

案をたてているのでそこで対応している」が 29
園あり，「特に必要性を感じない」園はなかっ

た．「その他」の理由として「まだ障害児と特

定されていない」「3 歳から 5 歳でたてている」

などがあった． 
 

４．保護者からの要望 

保護者から園に要望がだされていたか聞い

たところ 38 園(20%)で要望があり，141 園

(74.2%)で特に要望がなかった．保護者からの

要望の内訳は，子どもの障害特性に応じた援助

方法やかかわり方に関する事(導尿，介助用品，

補装具のつけ方，ヘッドギアの使用，写真カー

Table 1 園内での情報共有や話し合いの方法 

 有 無               園数 （％）    内 訳               園 数 （％ ）  

 行 って いる    1 8 9 （ 9 9 . 4 %）  職 員 会 議 で行 う    1 7 5(9 2 .1 %) 

                一 部 の職 員            7 2(3 7 .9 %) 

                職 務 分担               7(  3 .7 %) 

                   そ の 他               2 4(1 2 .6 %) 

 特 に行 って いな い   1 (  0 . 5%) 

                                        N = 1 9 0、単 位 ：園 （％ ） 
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ドを使った支援，身体が思うように動かないこ

とへの配慮，手話など)，保育に関すること(ひ
とり保育士をつけて欲しい，なるべく個別にみ

て欲しい，ことばが遅いので丁寧に関わって欲

しい，他の子と区別しないで欲しい)，その他(聾
の保護者との伝達方法について，療育センター

で受けたアドバイスの共有についてなど)など

であった． 
 

５．受けている支援，希望する支援について 

外部の関係機関との直接連携は 169 園

(88.9%)とほとんどの園で行っていた．その内

訳は(Table 2)，「地域療育センターと連携して

いる」が 154 園(81％)と最も多く，ついで「各

区の福祉保健センター」(101 園，(53％))となっ

ていた．外部機関との連携の有無について，園

の規模，設置主体，設置年数により差があるか

χ２検定により検討した結果，設置年数に有意

差があり(χ２(1)=3.917，p<.05)，残差分析の結

果，「11 年以上」の園で多く連携していた． 
現在受けている支援を Table 3 に示した．「療

育機関等による巡回相談」が 136 園(71.6%)で
最も多かった．「保育士の加配」は 76 園(40%)，
「保育士の加配のための費用」は 40 園(21.1%)
であり，加配は正規職員が 36 園，パートの職

員が 148 園とパート職員が多かった．「その他」

の内訳として「児童相談所とカンファレンスを

行っている」園があった．現在受けている支援

の有無について，園の規模，設定主体，設置年

数により差があるか検討したところ，設置年数

に有意差があり(χ２(1)=5.329，p<.05)，残差分

析の結果，「11 年以上」の園で多かった．なお

「特に支援を受けていない」は 37 園(19.5%)
あった． 
今後希望する支援として，「現状で対応でき

るので特にない」39 園(20.5%)，「巡回相談の回

数や内容の充実」96 園(50.5%)，「0 から 2 歳の

障害児に関する研修」47 園(24.7%)，「その他」

33 園(17.4%)であった．「その他」の内容は多岐

にわたっていたが，主なものは「加配が必要で

あるのに診断ができないため加配が難しい」 
「医療的ケアに関する研修や看護師の加配」

「健診時に保育所と連携して欲しい，保健師の

巡回相談,連携」「保護者の支援，情報の共有」

等の他，「配慮が必要な子どもであることはわ

かるが，困った子どもとして扱うことが気にな

る」などがあった．  
 

● 

Ⅳ．考察 

 
本研究の結果，ほぼ全園で特別な配慮を要す

る子どもの支援についての話し合いや情報の

共有を行っていた．これらは主に職員会議で行

われており，特別支援教育を推進するにあたり

体制整備が求められている「園内委員会」に相

当する機能を保育所では職員会議が多く担っ

ていると推測された．ケース会議もほとんどの

園で行っていたが，東京都の公立保育所を対象

とした半澤ら(2012)2)の研究でも高い割合を示

          連 携先                    園数 （％ ）

県立子 ど も医療 セン タ ー         1 1(  5 .8 %)

医療機 関 、担当 医              1 6(  8 .4 %)

地域療 育 センタ ーの 巡 回相 談     15 5(8 1 . 6%)

保健福 祉 センタ ーの 保 健師           99(52 . 1%)

盲学校                    2(  1 .0 %)

聾学校                                5(  2 . 6%)

園が独 自 に依頼 した カ ウン セ ラー など   10(  5 . 3%)

その他                                6(  3 . 2%)

                                      単 位： 園  

Table 2 直接連携している外部機関（複数回答） 

Table 3 現在受けている支援 
      項 目                      園 数 （ ％）

特 にう け て いな い        3 7（ 1 9 . 5%）

保 育士 の 加 配                   7 6（ 40 . 0%）

保 育士 の 加 配の た め の費 用       4 0（ 21 . 1%）

療 育機 関 等 によ る巡 回相 談 等    1 3 6（ 71 . 6%）

そ の他                         1 1（  5 . 8%）

                      N =1 9 0、 単 位 ： 園 （ ％ ）  
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していた．保育所は比較的小規模であり，園庭

での遊びや延長保育においては全職員が子ど

もとかかわる機会がある．こうした保育所の運

営特徴を考えると，職員会議等で職員全員が子ど

もの情報や子ども理解，支援方法を共通理解する

ことが必要であり，また可能であると考えられる． 
 外部との連携や保護者への対応でおよそ9割

以上の，クラス担任からの相談でおよそ 8 割の

園で担当者が決まっており，主に園長や主任が

担当していた．これらからコーディネーターに

相当する機能は主に園長，主任が行っていると

考えられた．半澤ら(2012)2)は「コーディネー

ターを指名している」と「主担当を決めている」

をあわせると 67.5%であったとしている．本研

究では「コーディネーターとして指名している

か」とは質問していないため比較はできないも

のの，実質的なコーディネーターに相当する機

能を9割以上の園で行っているのではないかと

推測された． 
 個別の指導計画は 74.2％の園で作成してい

た．東京都の公立保育所(0 歳から 5 歳まで)を
対象に調査した半澤ら(2012)2)の研究でも保育

所の8割以上が個別の指導計画を作成していた．

3 歳未満児を対象とした本研究では「月案内で

対応」しているという園もあり，これをあわせ

るとほとんどの園で個別の計画を作成してい

たが，特に 3 歳未満児の保育では年齢，月齢に

よる個人差が大きいためひとりひとりに応じ

た計画や記録が求められ，年齢によっては個々

に月案の作成や記録をしている場合もあり，こ

うした3歳未満児の保育の特徴が関係している

と考えられる． 
 保護者からの要望がほとんどないことにつ

いては，個別の入園面接の実施や，毎日の送迎

や連絡帳などで保育士とやりとりする機会も

多くその中で対応しているためと推測される． 
 外部機関との連携においては地域療育セン

ターと連携を取っている園が 8 割あった．また

受けている支援においても地域療育センター

の巡回相談を 7 割の園で受けており，最も連携

していた．一方特に支援を受けていない園が

19.5％あったが，これはその園が支援を受けて

いないとも考えられるが，3 歳未満児について

のみ支援を受けていないとも考えられ，本研究

では明確にはできず，今後の課題である． 
 3 歳未満児を対象にした本研究の結果，園内

委員会，コーディネーターに相当する機能は職

員会議，園長，主任の役割の中で果たされてい

ると推測される．また個別の指導計画も月案の

中での対応も含めると多くの園で作成されて

おり，園内の支援体制が整えられつつあるとい

えよう．保育所や幼稚園などの就学前の保育，

教育はそのねらいや評価の方法が小学校以上

とは異なり，保育内容も遊びや生活の中で総合

的に経験させるという方法をとる．さらに乳幼

児期は子どもの発達特性からひとりひとりの

子どもへの関わりがより求められるなどの特

徴をもつが，こうした保育，教育の特徴にあわ

せて園内の体制が整えられてきていると考え

られる． 
 今後求められる支援として，「医療的ケアに

関する研修や看護師の加配」があったが，入園

を希望する子どもの多様な障害に対応できる

ような支援が望まれよう． 
 本研究の結果，設置年数が「11 年以上」の園

は「1～10 年まで」の園に比べて個別の指導計

画の作成，外部機関との連携，支援を受けてい

る園が多かった．これは，園が障害児保育に長

く取り組むなかで障害児保育についての工夫

や指導が蓄積されてきためと考えられる．また

個別の指導計画は公立のほうが多く作成して

いたが，これは公立に比較的設置年数が長い園

が多いことや，公立では方針が一律であること

などがあげられる．近年待機児童解消のために

様々な設置主体の園が新たに設立されてきて

いるが，設立年数の少ない園に対して，支援体

制が早く整えられるような支援が必要と考え

られる． 
 保育者の加配については 4 割，保育士の加配

のための費用は 2 割でうけていた．保育士の加

配をするには保護者の理解が必要であるが，子

どもの年齢が低いほど障害像が明確ではなく

保護者は理解しにくく，障害受容も難しい(笹森

ら，2010)9)．また保育士が先に子どもの障害に

気づき加配したいと考えても，保護者が理解し

受けとめるまでには時間を要し，加配までには

時間を要する．しかし保護者の心理に配慮した

丁寧な支援が求められることを考えると時間

が必要ともいえる．保育所，保護者の両者が同

時に十分に支援できるような工夫が望まれる． 
今後は 3 歳未満の特別な配慮を要する子どもが

保育所において十分な保育や支援が受けられる

ような支援体制の更なる充実が求められよう． 
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